
 

金融庁訓令第１２号 

 

金融庁外部労働者通報保護委員会の設置に関する訓令を次のように定める。 

 

平成１８年３月３１日 

金融庁長官 五 味 廣 文     

 

 

金融庁外部労働者通報保護委員会の設置に関する訓令 

 

 

（目的） 

第１条 この訓令は、外部労働者通報保護委員会の設置に関する必要な事項を定めること

により、金融庁（証券取引等監視委員会及び公認会計士・監査審査会を除く。以下同じ。）

における外部の労働者等からの公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下

「法」という。）に基づく公益通報及び法に基づく公益通報に準ずる通報（以下「公益

通報等」という。）の適切な取扱いを確保することを目的とする。 

 

（外部労働者通報保護委員会の設置等） 

第２条 金融庁に、外部労働者通報保護委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

２ 委員会に、委員長を置き、委員長は総括審議官とする。 

３ 委員会の委員は、次のとおりとする。ただし、委員長は、必要に応じ、次に掲げる者

以外の者を委員に追加することができる。 

総合政策局秘書課長 

総合政策局総務課長 

総合政策局総合政策課長 

総合政策局リスク分析総括課長 

企画市場局総務課長 

監督局総務課長 

証券取引等監視委員会事務局総務課長（オブザーバー） 

公認会計士・監査審査会事務局総務試験課長（オブザーバー） 

４ 委員長は、必要に応じ、前項に掲げる者以外の者を委員会に出席させることができる。 

５ 委員会の会議は、委員長が必要と認めるときに随時召集し、これを開催する。 

 

（委員会の役割） 

第３条 委員会は、金融庁に対する公益通報等を適切に取り扱うため、以下のことを行う。 

一 公益通報等として受理するか否かについての決定 

二 法第１０条第１項に定める必要な調査の実施に関する総合調整 



 

三 法第１１条に定める教示に関する総合調整 

四 外部の労働者等からの公益通報等に係る取扱規則（平成１８年金融庁訓令第１３

号）第１３条及び第１７条の通知に関する総合調整 

五 その他公益通報等の適切な取扱いの確保に必要な事項の総合調整 

 

（事務局） 

第４条 委員会の事務局は、総合政策局総務課とする。 

 

（その他） 

第５条 前各条に掲げるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は委員長が定める。 

 

附 則 

この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成２９年８月４日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成３０年１月４日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成３０年７月１７日から施行する。 

附 則 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

 


